
平成23年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

19,673計 260,841 255,073 0 235,400

前年度課室名 企画調整課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事務事業名称

課　名 まちづくり推進課

新市庁舎建設の推進
対
象

市民

2 1 15 82 頁 庁舎整備費 庁舎整備事業

目
的

　○庁舎整備事業・・・持続可能な地域社会を構築するための「まちづくりの拠点施設」として「市民のための庁舎」を実現する。

　　　・庁舎建設等工事請負費　　　　　120,083千円
　　　　　①本体工事　　　　　　　　　　　100,000千円
　　　　　②開発行為工事　　　　　　　　　　　　 0千円
　　　　　③旧三重税務署解体工事　　　20,083千円
　　　・土地購入費　　　　　　　　　　　　　73,470千円
　　　　　①大分合同新聞社駐車場　　　73,470千円

　　＜繰越明許分＞
　　　・実施設計委託料　　　　　　　　　　53,550千円
　　　・開発行為設計委託料　　　　　　　　5,828千円

　　＜財源内訳＞
　　　・14-1-1「新庁舎建設事業」　　　184,600千円

事
業
概
要

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般
評価

260,841 255,073 19,673 2235,400臨時 庁舎整備事業
庁舎建設等工事請
負費

工事請負費

0



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２１～Ｈ２３（決算額）、Ｈ２４（予算現額） ６．H25年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

国　　費

そ の 他

一般財源

活動指標名 Ｈ２３単位 Ｈ２１ Ｈ２２

活
動
指
標

成
果
指
標

指標名 新庁舎の竣工 目
標
年
度

H24

指標の設定理由

目標

新庁舎の竣工 ％

-

ｂ 基本設計 ｃ 実施設計

数値 -

成果指標名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２

総合計画／後期基本計画において、基本施策（3-2-1）の重点施策としているた
め

ｄ 庁舎建設工事

目標 -

指標 a 基本構想策定

数値 目標 - 目標 -

100.0

Ｈ２３

0.07 ％ 3.35 ％

0.47 ％ 3.82 ％ 10.91

7.09 ％

％

％
0 千円

a
基本構想
策定

％
2,100 千円

％

％
％

ｄ
庁舎建設
工事

％
0 千円 0 千円

18,186 千円

0.0 ％ 100.0 ％
b 基本設計

120,560 255,073 2,339,633
減額

千円

対応（改善点等） 0.0 ％ 0.0

0.0

0 千円 53,5500

％ 100.0

千円

計画期間内の完了
0.0 ％

課題
c 実施設計

うち経常経費

2,491

100,000 千円

％％ 4.5

適切な工程監理

決 算 額 （千円）
Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

理由

Ｈ２４ 方向性

2,491

財
源
内
訳

95,100 235,400 2,151,700

25,460 19,673 187,933

着眼点 分析 分析根拠

新庁舎建設については、平成
24年度をもって完了するため。

うち経常

県　　費

市　　債

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3

現庁舎は、老朽化や耐震性能の面から安全性
において問題があるほか、容量、機能、性能も
劣っており、建て替えが必要な状況である。ま
た、中央公民館も同様の問題を抱えている。

事業費に係る人件費 5,120 7,008 6,020 6,011

3
地方自治法第４条の規定により、地
方公共団体は、その事務所の位置を
定めることとされている。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
スケジュールに沿って事業が進捗して
いる。

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
市民のための庁舎を整備すると言う
目的達成のために適切な手段であ
る。

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
シンプルで機能的な市民のための庁
舎を基本理念に事業を進めている。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査

事業の方向性 評価内容

縮小 新庁舎建設終了後、適切な周辺整備事業を実施すること。
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